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■総論

CO2分離回収技術の概要と動向	 山田 秀尚

■CCS政策

日本のCCS政策と国際動向	 朝比奈 健太・佐伯 徳彦

■CO2分離回収の基板評価

CO2分離素材の標準評価基盤の構築	 遠藤 明・牧野 貴至・河野 雄樹

■化学吸収液

CO2吸収液の展開事例／化学吸収法による燃焼排ガスからのCO2回収技術	 上條 孝

■固体吸収材

固体吸収材による燃焼排ガス，大気からのCO2回収	 西部 祥平・熊田 憲彦・奥村 雄志・沼口 遼平

■冷熱を利用した吸収液

LNG未利用冷熱を活用したCO2分離回収技術開発・実証	 小泉 匡永

■無機膜

DDRゼオライト膜を使用したCO2分離プロセス	 寺谷 彰悟

近年，気候変動の抑制を目的とした脱炭素技術が注目されており，二酸化炭素分離回収・貯留（CCS）
および有効利用（CCUS）技術は脱炭素を実現する有力な手法の1つである。CCS技術のうち，二酸化
炭素の分離回収技術はコスト及びエネルギー消費が大きく，技術開発の余地があるため，古くから研究
開発が進められている。経済産業省が2023年にまとめたカーボンリサイクルロードマップでは，CO2 

1トンあたりの分離コストが現状で4,000～6,000円であるところを，2030年に2,000円台，2040年
以降には1,000円以下とすることを目標としている。この目標を達成するために，吸収液法，吸着法，
膜分離法などを用いたプロセスが開発されており，化学工学で扱われる様々な技術が利用されている。

本特集では，はじめにCO2 分離プロセスの概要と，日本のCCS政策と国際動向について解説する。
ついで，2030年頃の社会実装に向けて研究が進められているプロジェクトを中心に，化学吸収液，固
体吸収材，CO2 分離膜を用いるプロセスについて解説する。CCS技術において化学工学がどのように
役立てられているかのご参考になれば幸いである。

（編集担当：小玉　聡・近江靖則・鈴木俊介・町田　洋・山木雄大）†
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CO2 排出を実質的にゼロにし，カーボンニュートラルを

実現するためには，再生エネルギー導入，省エネ，電化，
水素利用，バイオマス活用など，あらゆる手段を総動員す
る必要がある。主要手段の一つとして，CCUS（Carbon-

dioxide Capture，Utilization and Storage），すなわちCO2 回収・
利用・貯留が有望視されている。国際エネルギー機関IEA

（International Energy Agency）が2021年に公表したネットゼロ
シナリオは，2050年におけるCCUSによるCO2排出削減量
を世界で7.6 Gton/yとした1）。また，気候変動に関する政府
間パネルIPCC（Intergovernmental Panel on Climate Change）など
が示すシナリオの多くは，CCUSに対し，より多くの削減量
を割り当てている。さらに，IPCC第3作業部会の最新報告
に よ る と， ネ ッ ト ゼ ロ 達 成 に は，CDR（Carbon Dioxide 

Removal），すなわちCO2除去の導入が不可避である2）。CDR
は，排出源ではなく大気中のCO2を対象に吸収・固定化を行
うアプローチであり，植林，土壌炭素貯留，風化促進，ブルー
カーボン管理などの手段がある。CDRの中でもCCS（Carbon-

dioxide Capture and Storage）を伴うDACCS（Direct Air Capture with 

Carbon Storage） やBECCS（Bioenergy with Carbon Capture and 

Storage）は，比較的大きなCO2除去ポテンシャルを有する技術
として期待されている3）。

CCSが地球温暖化対策技術として広く認知されるよう
になった契機は，2005年に刊行されたIPCC特別報告であ
る 4）。同報告書は，火力発電所や製鉄所などの大規模固定
排出源の排ガスからCO2 を分離回収後，輸送して地下に貯
留するCCSに対し，十分なCO2 地中貯留ポテンシャル（世

界で約2,000 Gton）があり，他の緩和策と比べて低コストで
あると評価した。
 

 
IPCCのCCSに関する特別報告書は，CO2 分離回収シス

テムを，燃焼後（Post Combustion），燃焼前（Pre Combustion），
酸 素 燃 焼（Oxfuel Combustion）， 産 業 プ ロ セ ス（Industrial 

Processes）の4つに分類した（図1）。また，CO2 分離回収
スキームを収着法（Sorbents/Solvents），膜分離法（Membrane），
深冷分離法（Cryogenic Distillation）に大別した（図2）。

収着法の代表はアミン液を用いた化学吸収法である。一

1．はじめに

2．CO2分離回収技術の分類
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図2　�CO2分離回収スキーム：（a）収着法，（b）膜分離法，（c）深

冷分離法（文献4）を参考に作成）
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図1　CO2分離回収システムの分類（文献4）を参考に作成）
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